
質問と回答は以下のとおりです。 2026年7月13日

質問番号 ページ 項目 質問内容 回答

1 10 第2章 第2条／第4条 (2) ② エ

2026年10月実施予定の「ODA70周年イベント」にお
いて、受注者が対応すべき支援業務は、「グッズやパンフ
レットの作成・配布、イベントへの同行・写真や動画等の広
報素材収集・展示用バナー等の設置」の範囲にとどまると
いう理解でよろしいでしょうか。

ご提示いただいた範囲で想定しております。

2 11 第3条　調査実施の留意事項（3）調査・分析手法　脚注5

入札説明書p.11の脚注5は、第3条（3）調査・分析手法に
書かれている「共通の整理方法を設定すること」に係る説
明と理解します。同脚注の内容は、p10の第3条（3）に係
る脚注4と同じ記載になっています。2つの脚注は同じ内
容との理解でよろしいでしょうか。

同じ内容という理解で差し支えございません。情報収集
における「共通の整理方法」についても技術提案書にてご
提案いただけますと幸いです。

3 12 第3条　調査実施の留意事項（4）関係機関との連携

「2026年度後半から2027年度にかけて、在馬日本大
使館などと連携し、ODA70周年/日馬国交70周年に関
連したイベントを計画」との記載に関連し、予定されてい
るイベントの種類及び時期を可能な範囲でご教示いただ
けますでしょうか。

2026年10月にマレーシア日本国際工科院でのイベント
が予定されておりますが、詳細については検討中です。
2026年から2027年にかけてODA70周年/国交樹立
70周年のイベントが開催見込みですが、こちらも検討段
階のものです。

業務範囲につき、SNS用素材・発信計画の作成までの予
定で、アカウントへの投稿、投稿管理、効果測定までは含
まない予定です。フォロワー数など基礎情報については、
以下をご参照ください。

フェイスブック
https://www.facebook.com/JICAMalaysia.official.site/

Instagram
https://www.instagram.com/jica_malaysia?igsh=bXJvbzVrc
mRvNWdv

5 13 第4条　調査の内容（2）調査手法

①第一次準備業務から⑤第二次整理業務までの業務内容
が書かれていますが、①から⑤までのそれぞれについて
実施時期の目安をご教示ください。
また、マレーシア日本国際工科院におけるODA70周年イ
ベントについては、2026年10月予定とされています
が、2027年12月までに予定されるイベント等があれば、
マイルストーン（暫定的な実施時期）をご教示ください。

現地でのイベント実施等に合わせた時期となる見込みで
すが、2026年3月末までにドラフト・ファイナル・レポート
を作成いただく想定です。イベントにつきましては、上記
質問番号3番をご参照ください。

6 14 第2章 第4条 (2) 調査手法
インタビュー対象者(国内20名、現地30名、計50名)の
うち、別冊インタビュー記事にて記事化するのは何名程度
を想定していますか。

20名程度を想定しております。内訳は現地インタビュー
対象者が多めとなる想定です。

7 17
第2章 第5条 (1) ④広報ビデオ（ショート動画及び長編
動画）

仕様書において「長編（10〜15分）10本」「ショート（30
秒〜1分）20本」の動画制作が求められていますが、字幕
の「マレー語は長編5本、短編10本のみ」とあります。残り
の長編5本、短編10本の字幕は「日英のみ」で良いでしょ
うか。

認識に相違ございません。

8 17
第2章 第5条 (1) ⑤広報グッズ
第3章 3.（3）定額計上

製作予定の広報グッズや広報パンフレットについては、主
に2026年10月実施予定の「ODA70周年イベント」等
において配布することを想定されているのでしょうか。
国内再委託費（定額3,000,000円）に含まれる「広報パ
ンフレット（和文、英文、マレー語）」の想定印刷部数、およ
び「広報グッズ」の想定製作数量（ロット数）について、最
低数の目安（または想定されているイベント参加人数・規
模など）がございましたらご教示ください。

広報グッズや広報パンフレットにつきましては、2027年
実施見込みの国交70周年イベント等で活用する見込みで
す。広報パンフレット及び広報グッズの数量については、
イベント詳細についての検討を踏まえ契約後に調整する
想定ですが、再委託費の範疇で収まる想定です。

9 17 第5条（1）④広報ビデオ

撮影素材を編集し、ご指定のショート動画と長編動画を制
作するには、素材の撮影・カメラマンの同行、動画の編集、
字幕・音源の挿入、修正対応等を含め、相当な制作費を要
すると考えられます。この動画制作に要する費用につい
ては、本調査の予算措置を検討される際に必要十分に計
上されているとの理解でよろしいでしょうか。

計上されております。

10 17 第5条（1）④広報ビデオ

成果品である長編動画・ショート動画の編集仕様・品質水
準について、字幕、画質、ファイル形式の指定があります
が、それ以外についても具体的にご教示ください。本調査
を受注するコンサルタントが編集・制作することを念頭に
置いていますか。それとも、コンサルタントがディレクショ
ンをして日本またはマレーシアの映像制作会社等が作成
することを想定していますか？

動画作成については国内再委託することを認めておりま
す。

調達管理番号・案件名

26a00436_マレーシア国開発協力の担い手の視点から見る日馬関係の継承と発展に関する情報収集・確認調査（一般競争入札（総合評価落札方式‐ランプサム型））

4 12 第3条 　調査実施の留意事項　（5）データ取り纏め方法

受注者の業務範囲は SNS 用素材・発信計画の作成まで
でしょうか。それとも JICA マレーシア事務所のアカウン
トへの投稿、投稿管理、効果測定まで含むでしょうか。既
存アカウントの基礎データ・分析情報の提供、有料広告・

投稿ブースト等の想定についてもご教示ください。

https://www.facebook.com/JICAMalaysia.official.site/
https://www.facebook.com/JICAMalaysia.official.site/
https://www.instagram.com/jica_malaysia?igsh=bXJvbzVrcmRvNWdv
https://www.instagram.com/jica_malaysia?igsh=bXJvbzVrcmRvNWdv
https://www.instagram.com/jica_malaysia?igsh=bXJvbzVrcmRvNWdv


11 22
第3章　技術提案書作成要領　１．技術提案書作成に係る
要件　（3）業務従事予定者の経験・能力

業務主任者の1）「対象国及び類似地域：マレーシア国」に
ついて、マレーシア以外の国におけるODA実績レビュー、
関係者インタビュー及び協力成果を整理した経験等は、業
務内容の関連性・類似性を有する業務経験として評価さ
れうるとの理解してよいでしょうか。

マレーシアでの業務経験を重視するものの、プロポーザル
全体を見て総合的に評価いたします。

12 23

P23　第3章　技術提案書作成要領　１．技術提案書作成
に係る要件　（4）再委託
及び　P27　３．経費精算に係る留意事項（３）定額計上に
ついて

P23 の（4）再委託の説明では、「業務対象国・地域の現
地法人（ローカルコンサルタント等）、及び国内法人への再
委託を認めます」と記載されています。一方、P27の（3）
定額計上の説明では、国内再委託のみが想定されていま
す。現地再委託については、定額計上に含まれないので
しょうか。
現地再委託が定額計上に含まれない場合、本見積にて対
応するという理解でよろしいでしょうか。

国内再委託、現地再委託ともに想定しております。対象に
ついては、第3章１．（４）及び第3章３．（３）を確認いただ
き、定額計上分以外は見積に含めて下さい。

13 23

P23　第3章　技術提案書作成要領　１．技術提案書作成
に係る要件　（4）再委託
及び　P27　３．経費精算に係る留意事項（３）定額計上に
ついて

広報ビデオ（ショート動画及び長編動画）について、現地
再委託の「広報素材の収集」は撮影のみで、制作は入らな
いのでしょうか。

広報ビデオ制作につきましては、国内再委託を認める想
定です。

14 25
２．技術提案書作成上の留意点　（１）コンサルタント等の
法人としての経験、能力

「評価対象とする類似業務」について、「マレーシアでの業
務経験（本調査対象業務を除く）」とありますが、「本調査
対象業務」を具体的に示していただけますでしょうか。
もしくは、P10第3条 調査実施の留意事項（1） データ収
集方法の②に書かれている「2016年から2026年まで
の10年間の主要な動き」という観点と、P13第4条 調査
の内容（１）調査対象分野に掲げられている5分野（①②③
④⑤）の観点に該当するODA事業が、「本件調査対象業
務」になるという理解でよいでしょうか。

マレーシアにおける70年間の情報収集・確認調査業務及
び各種評価業務以外のODA事業に係る業務が「本件調
査対象業務」となる想定です。

15 26 経費積算関連　日当・宿泊費について

2026年7月1日以降の公示案件について、日当・宿泊料
の改正が適用されると理解します。本件見積においても、
改正後の日当・宿泊料の計上をもとに想定金額を算出す
ることと理解してよいでしょうか。
具体的には、マレーシアの場合、格付に関わらず、宿泊費
12,000円、宿泊手当3,400円が適用され、宿泊を伴わ
ない移動日や機中泊については、宿泊手当を計上しな
い、というのが改正後の基準と理解します。

ご理解の通り、本件は7月1日以降の公示ですので、これ
までの日当・宿泊料は宿泊手当、宿泊費として格付に関わ
らず同額で計上いただくことを想定しております。
なお、宿泊費は12,000円ですが、宿泊手当は3,600円
です。

16 27 第3章 3 (3) 定額計上について
再委託にかかる費用一式として300万円を定額計上す
るとの指示がありますが、これには成果品である広報ビ
デオの編集・制作費用も含まれますでしょうか。

広報ビデオの編集・制作の再委託自体は認めております
が、費用については定額計上に含まれておりませんので、
見積もりに含めて下さい。

以上


